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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事例から見えてくるもの～九州・沖縄地区の

各自治体の場合～ 

 

永利和則(福岡女子短期大学 特任教授) 

 

1 はじめに 

2020 年に発症した新型コロナウイルス感染症により、人々の生活様式は大きく変更することを余儀

なくされた。現在でも多くの公立図書館が、利用に際して 3密を避けたり、来館や貸出を制限したりし

ながら、図書館サービスの提供に努めている。 

国も新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を創設し、各自治体に新型コロナウイルス感

染症防止対策を行うように求め、自治体もこの交付金を使ってさまざまな事業を実施し、新型コロナ後

の「新しい生活様式」の実現を模索している。 

そこで、本研究では、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事例にあげられた

109 事例の中から該当する事例を参考にしながら、九州・沖縄地区の各自治体の取り組んだ実施事例を

調査・分析し、考察することを目的とする。 

 

2 研究方法 

実施事例の調査は、2020(令和 2)年度の第 1 次補正予算から第 3次補正予算までにおける申請内容の

実施計画記載事業一覧から九州・沖縄地区の自治体において公立図書館等を対象とした申請を行った自

治体を取り出して行うこととした。しかし、第 3次補正予算における申請内容の実施計画記載事業一覧

は公表されておらず確認できていないため、第 1次補正予算と第 2次補正予算における申請内容の実施

計画記載事業一覧から九州・沖縄地区の関係する自治体を抽出して行った。 

 

3 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の創設と内容 

 国は、東京圏への一極集中の是正や都市部と地方との格差解消により、将来にわたって活力ある地域

社会を実現するために「地方創生」を施策に掲げて、2014 年にまち・ひと・しごと創生法を制定し、

2015 年度から 2019 年度までの 5年間を実施期間とする「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定

した。また、国は、全国の各自治体に対しても「地方版総合戦略」「地方人口ビジョン」の策定を義務

づけて、「地方版総合戦略」「地方人口ビジョン」に位置づけられた事業を地方創生推進交付金等の対

象とし、各自治体での施策を推進する制度であった。その後、国は、2019 年 12 月には第 2 期「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」 (2020 年度～2024 年度)を策定したが、新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえて、2020 年 12 月には新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地方創生テレワー

ク交付金等を追加する改訂を行った。 

 このようにして創設された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、「新型コロナウイ

ルス感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生

を図るため、緊急経済対策のすべての事項についての対応として、地方公共団体が地域の実情に応じて

きめ細やかに必要な事業が実施できるよう」にすることを目的としている。実際には、国は、2020 年

度の第 1次補正予算で 1兆円、第 2次補正予算で 2兆円、第 3次補正予算で 1.5兆円の総額⒋.5兆円

を予算化し、3回に分けて各自治体から実施計画を受け付けて、それに基づき新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金を交付した。結局、2020 年度は、全部の自治体である 1,788 自治体が第 1

次から第 3次までの実施計画を国に提出したが、その総事業数は 89,371 事業で、総事業費は 43,263

億円であり、国から各自治体への交付額は 31,322 億円であった。 
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4 第 1次実施計画における九州・沖縄地区の公立図書館等の活用事例とその分析・考察 

第 1次実施計画は、2020 年 5月まで国に申請した分が該当し、九州・沖縄地区の 25 自治体が公立

図書館等を対象とした 27事業の申請を行った。 

まず、表１のとおり、実施計画を申請した 25 自治体の中には佐賀県と沖縄県は含まれていない。ま

た、県と政令市では政令市である熊本市だけが申請し

ていて、県立図書館はしていなかった。さらに、町村

は 17自治体で 68.0%を占めていた。このことは、5

月までという短い申請期間では、意思決定が素早くで

きる町村の方が多く申請できたものと推測される。 

次に、27事業の内、16事業は総事業費が 100 万円

以上 500 万円未満で全体の 59.3%占めていて、1,000

万円以上の事業費は 4事業(14.8%)であった。 

3 つ目は、表 2の活用事例番号別事例数についてで

ある。国は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止策

や新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた地域

経済、住民生活の支援として考えられる 109 事例をま

とめた「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金の活用事例集」を提示した。各自治体はこれを参考に公立図書館等が対象となるような実施計画

書を作成し、国に提出している。今回の第 1 次実施計画では活用事例番号(【】内は関連省庁)の「12 公

共的空間安全・安心確保事業【内閣府】」、「28 図

書館パワーアップ事業【文部科学省】」、「35 社会

システム維持のための衛生確保事業【内閣府】」の 3

事例が利用されていた。活用事例番号「12」では、サ

ーモグラフィーの設置や検温、隔壁の設置や個室化な

どが具体的な活用事例としてあがっていたが、実際に

は書籍消毒機の設置が 3件であった。活用事例番号

「28」は、図書館を対象と明記した事業で図書購入、 

蔵書情報のオンライン化、インターネットでの予約、

郵送による貸出し等読書活動の環境の推進と充実に向けた取組が具体的な活用事例としてあがってい

る。実際には図書購入が 7件、電子図書館の設置と電子書籍の購入、移動図書館車の購入、コンピュー

タシステム改修が 2件ずつ、書籍消毒機の設置とブックエンドの購入が 1件ずつとさまざまな取組がな

されていた。活用事例番号「35」は、感染症対策にかかる消毒や施設整備等の実施が対象とされ、実際

には書籍消毒機の設置が 7件とカウンターパネルの購入が 1件であった。また、これらの活用事例番号

を使っていない事例には、児童・生徒に配布する図書カード購入の 1件だけがあった。 

これらのことから、書籍消毒機の設置は 3つの活用事例を使いながら、11 件(40.7%)と一番多く取り

組まれたことがわかった。図書館としては、さまざまな利用者が手にする書籍から感染拡大を防止する

という点では、まず利用者の安心・安全を確保する面から急いで取り組みを進めたものであると考えら

れる。しかし、紫外線照射による書籍へのダメージを考えると、郷土資料など長く保存すべき貴重書に

は使用しないといった現場での図書館職員の適切な判断と対応が求められる。また、外出を控えるよう

に促されている住民や児童・生徒に対して家庭での読書活動を推進するための図書購入は 7件と多く申

請されたが、緊急事態宣言の発出に伴い公立図書館の休館を余儀なくされる中では、利用者の来館が制

限されたため公立図書館として有効な活用に結び付けることが困難な一面もあった。この観点から、第

2次実施計画でも電子図書館の設置と電子書籍の購入は多くの自治体が取り組むようになったのは当然

表 1 実施計画申請自治体数(第 1 次分) 

県名 
県・政

令市 
市 町村 合計 

福岡県 0 2 6 8 

佐賀県 0 0 0 0 

長崎県 0 0 2 2 

熊本県 1 1 3 5 

大分県 0 1 2 3 

宮崎県 0 1 2 3 

鹿児島県 0 2 2 4 

沖縄県 0 0 0 0 

合計 1 7 17 25 

表 2 活用事例番号別事業数(第 1 次分) 

活用事

例番号 

県・政

令市 
市 町村 合計 

12 0 1 3 4 

28 1 4 10 15 

35 0 3 4 7 

なし 0 0 1 1 

合計 1 8 18 27 
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の流れだといえる。また、電子出版制作・流通協議会が公表した 2021 年 4月 1 日現在の「公共図書館

電子図書館サービス実施図書館」では電子図書館サービスの導入は、205 自治体で 201 館(14.5%)であ

った。さらに、2020 年度には 111 自治体で 110 館が導入しており、前年度比 220.9%であることがわ

かった。これにはこの交付金が引き金となっていると考えられている。しかし、日本図書館協会の調査

では、1館あたりの資料費は 1998 年度には 1,398.7 万円だったのが、2018 年度には 857.4 万円へと 20

年間で約 540 万円、4割も減少し、今でも毎年削減されていることがわかっている。このような厳しい

資料費の中では、別枠で運営・管理のライセンス使用料を継続的に確保できるのか、新型コロナ関係交

付金終了後もその予算は確保できるのかといった点が大きな疑問として生じるのである。一方、文部科

学省の備品購入に対する補助金制度がなくなっている現在では、移動図書館車の新車への買い替えを検

討している自治体にとっては格好の交付金であることがわかった。活用事例集には提示されていないが、

有効な事例として移動図書館車を保有する図書館にもっと PRして、活用を促すべきだと考える。さら

に、コンピュータシステム改修は、第 2次実施計画でも多く取り組まれているが、具体的には、カード

式貸出からのシステム化、インターネットでの蔵書検索・予約機能を盛り込んだバージョンアップ、学

校図書館と公立図書館のネットワーク構築などであり、日常業務の効率化と利用者の利便性向上のため

に必要な事業をこの交付金を使って行ったことが伺える。 

 

5 第 2次実施計画における九州・沖縄地区の公立図書館等の活用事例とその分析・考察 

第 2次実施計画は、2020 年 9月まで国に申請した分が該当し、九州・沖縄地区の 120 自治体が公立

図書館等を対象とした 159事業の申請を行った。 

まず、表 3のとおり、実施計画を申請した 120 自治体にはすべての県が含まれているが、佐賀県、

長崎県、大分県、鹿児島県の県立図書館は含まれてい

なかった。ところが、福岡県と熊本県の県立図書館は、

県内の被災した図書館を含んだ市町村立図書館支援

の実施計画を申請していて、県立図書館としての存在

意義を示す重要な役割を果たしていることがわかっ

た。また、今回は、市が 58自治体(48.3%)、町村が 56

自治体(46.7%)とほぼ同じ割合であった上に、前回の

4.8 倍の自治体が申請していた。このことは、9月まで

申請期間が長くなったことにより、市も町村も意思決

定がきちんと図られた結果だと考えられる。 

次に、159 事業の内、20事業は第 1次実施計画の再

掲であったため、実質は 139 事業であった。今回も 69

事業は総事業費が 100万円以上 500万円未満で全体の

49.6%を占めていて、1,000 万円以上の事業費は 22事業(15.8%)であった。ここでも、前回と同様に 100

万円以上 500 万円未満といった比較的小規模な予算の事業しか実施されていないことがわかった。 

3 つ目は、表 4の活用事例番号別事例数についてである。第 2次実施計画では、前回の「12」、「28」、

「35」の 3つの活用事例とともに、活用事例番号(【】内は関連省庁)の「1 地域の感染状況等を踏ま

えたきめ細かい医療提供体制等構築事業【厚生労働省】」、「22 社会生活維持関連事業者の換気シス

テム設置応援事業【環境省】」、「75 在宅勤務導入支援事業【厚生労働省】」、「102  学校の臨

時休業に伴う学習等への支援事業【文部科学省】」、「106 子育て世帯支援活動事業【内閣府】」、

「109 公共施設等の管理維持体制持続化事業【総務省】」の 6 つの新たな活用事例が加わっている。

活用事例番号「1」は、消毒液やマスク等の配布などの医療提供体制等構築のためのものであったが 1

件だけ活用されていた。活用事例番号「22」は、換気設備、冷暖房等の対応を強化するためであり、空 

表 3 実施計画申請自治体数(第 2 次分) 

県名 
県・政

令市 
市 町村 合計 

福岡県 2 11 14 27 

佐賀県 0 4 4 8 

長崎県 0 5 4 9 

熊本県 2 8 12 22 

大分県 0 10 3 13 

宮崎県 0 5 7 12 

鹿児島県 1 8 6 15 

沖縄県 1 7 6 14 

合計 6 58 56 120 
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調換気設備改修工事が 1件申請されていた。活用事例番号「75」は、在宅勤務や web会議・ 研修等

のリモートワークを推進するために、必要な機器等や地域・施設内での 5Gインフラの整備を対象とし

ているので、テレビ会議用 Wi-Fi 整備が 1 件あった。

活用事例番号「102」では、文化芸術体験機会の創出

のために必要な経費として、また、活用事例番号「106」

では、具体的に該当するような例示がなかったものの、

図書カードを未就学児・児童・生徒に配布する費用と

して、3件ずつの計 6件が採用されていた。活用事例

番号「109」では、指定管理者制度や民間委託を導入

している公共施設等における指定管理者や受託団体

が実施する点検管理や環境整備等に対する支援経費

に充当することで認められたものであり、書籍消毒機、

無線 LAN整備、感染防止施設環境整備が 1 件ずつ認

められた。このことは、指定管理者や受託団体が運

営・管理をする公共施設等であっても、その運営・管

理するために必要な経費は、公共施設等の設置者であ

る自治体が責任を持って手当していることを表した

事例であるといえる。今回も活用事例番号「12」では、

書籍消毒機の設置が 21件、空気清浄機が 5 件、サーマルカメラとカウンターパネルの設置が 4件、授

乳室設置、トイレ手洗場水道蛇口取替、網戸設置、空調換気設備改修、カウンター改修などの工事がそ

れぞれ 1件ずつ行われた。同じく活用事例番号「28」では、図書購入が 24件、電子図書館の設置と電

子書籍の購入が 17件、書籍消毒機の設置が 12件、コンピュータシステム改修が 11件、空気清浄機と

カウンターパネルが 4件、サーマルカメラと来館者用マスクの購入が 3件ずつ、フェイスシールド、書

架増設、読書通帳導入と移動図書巡回配本車購入が 2件ずつであった。また、無線 LAN 整備、抗菌仕

様トイレ改修、被災図書館支援、会計年度任用職員人件費の用途が 1件ずつであった。さらに、これら

の活用事例番号を使っていない事例では、書籍消毒機の設置が 11件、空気清浄機が 3 件、コンピュー

タシステム改修、図書館利用スペース拡張改修工事と小中学校司書の報酬等が 2件ずつ、サーマルカメ

ラ、図書購入、郷土資料の電子化、ディスプレイ、電子ディスプレイ設置工事、サッシ窓修理と感染防

止施設環境整備が 1件ずつであった。 

これらのことから、前回同様に、書籍消毒機の設置はすべての活用事例を合わせると 56 件(40.3%)

と一番多く取り組まれたことがわかった。さらに、空気清浄機が 13件、カウンターパネルの設置が 10

件、サーマルカメラが 9件、網戸設置工事が 4件、空調換気設備改修が 3件など感染防止対策への比重

が大きかった。次に、図書購入が 25件、電子図書館の設置と電子書籍の購入が 18 件、コンピュータ

システム改修が 13件、移動図書館車等購入が 3件など読書環境を整備する事業への取組も多くなって

いる。また、特徴的な取組では、公立図書館の司書や小中学校司書を会計年度任用職員として雇用する

ための人件費、被災した図書館への県立図書館の支援事業費に充てているものがあった。 

 

6 まとめ 

 これまで、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事例について詳しい分析を行い

ながら述べてきた。そこには、2010 年度の公立図書館を対象とした地域活性化交付金（住民生活に光

をそそぐ交付金）の時と同じように、しなやかに、したたかに何かしら新型コロナウイルス感染症対応

という理由をつけながら、財政当局と交渉し首長を説得して、今まで財源不足のためにできなかったさ

まざまな図書館関連事業に取り組もうとする意欲的な図書館職員たちの姿を垣間見ることができる。 

表 4 活用事例番号別事業数(第 2 次分・ 

第 1 次分の再掲なし) 

活用事

例番号 

県・政

令市 
市 町村 合計 

1 0 1 0 1 

12 2 22 11 35 

22 0 1 0 1 

28 3 24 35 62 

35 0 6 2 8 

75 0 0 1 1 

102 0 1 4 5 

106 0 0 1 1 

109 0 3 1 4 

なし 1 9 11 21 

合計 6 67 66 139 


